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(57)【要約】
【課題】従来の固体シールに対して低い摺動抵抗を実現
しつつ、摺動抵抗を変化させてバックドライバビリティ
を調整可能にする。
【解決手段】アクチュエータシステム１０は、作動流体
が収容される作動流体室３０と、作動流体室３０を複数
の室空間３０Ａ，３０Ｂに分割するとともに、作動流体
室３０内への作動流体の供給による各室空間３０Ａ，３
０Ｂの圧力差により、駆動力を外部に伝達する回転ユニ
ット１７と、磁場を発生させる磁場発生手段３７，３８
，３９とを備える。回転ユニット１７は、作動流体室３
０に対して隙間３５を介して摺動可能に設けられ、隙間
３５には、磁場が作用するとともに、磁場強度に応じて
粘性が変化する磁気粘性流体が介装され、磁場発生手段
３７，３８，３９は、磁場強度を調整可能に設けられ、
隙間３５内の磁気粘性流体の粘性を変化させることで、
作動流体室３０に対する回転ユニット１７の摺動抵抗を
可変にする。
【選択図】　　　　　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作動流体の流体圧により駆動力を発生させるアクチュエータ本体と、当該アクチュエー
タ本体に前記作動流体を供給する流体供給手段とを備えたアクチュエータシステムにおい
て、
　前記アクチュエータ本体は、前記流体供給手段に繋がって前記作動流体が収容される作
動流体室と、当該作動流体室を複数の室空間に分割するとともに、前記作動流体室内への
前記作動流体の供給による前記各室空間の圧力差により、前記駆動力を外部に伝達する動
作部と、磁場を発生させる磁場発生手段とを備え、
　前記動作部は、前記作動流体室に対して隙間を介して摺動可能に設けられ、
　前記隙間には、前記磁場が作用するとともに、磁場強度に応じて粘性が変化する磁気機
能性流体が介装され、
　前記磁場発生手段は、前記磁場強度を調整可能に設けられ、前記隙間内の前記磁気機能
性流体の粘性を変化させることで、前記作動流体室に対する前記動作部の摺動抵抗を可変
にすることを特徴とするアクチュエータシステム。
【請求項２】
　前記作動流体は前記磁気機能性流体であり、
　前記隙間は、前記各室空間に対して前記磁気機能性流体を流出入可能に設けられ、前記
隙間内の前記磁気機能性流体を前記作動流体とは別の流体シールとして機能させることを
特徴とする請求項１記載のアクチュエータシステム。
【請求項３】
　前記アクチュエータ本体は、前記動作部の摺動方向にほぼ直交する向きで前記磁場を前
記隙間内に作用させる磁気回路を含むことを特徴とする請求項１又は２記載のアクチュエ
ータシステム。
【請求項４】
　前記磁気回路は、前記磁場発生手段から前記室空間への磁場の漏れを抑制し、前記隙間
内に集中して磁場を作用させる構造をなすことを特徴とする請求項３記載のアクチュエー
タシステム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、作動流体の流体圧により駆動力を発生させるアクチュエータシステムに係り
、更に詳しくは、摺動部分に介装されたシールの耐圧性や摩擦力を調整可能にするアクチ
ュエータシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　人間の生活空間で共存するヒューマノイドロボットや介護支援用ロボット、或いは手術
支援ロボット等は、その動作中に人間との間で予期しない衝突や接触が発生した際に、こ
れら状況を考慮した駆動を行うコンプライアンス性能（柔軟性）が要求される。従来では
、当該コンプライアンス性能を確保するために、サーボシステムが適用されたアクチュエ
ータが用いられている（例えば、特許文献１等参照）。
【０００３】
　しかしながら、前記サーボシステムにあっては、システムの複雑性や、制御器固有の周
波数応答の限界により、突然の衝撃的入力への対応が不十分である。このため、人間と共
存するロボットについては、予期しない外力の付与に対して迅速に応答可能な柔軟性を有
する新たなアクチュエータが要請されている。そこで、本発明者らは、このような要請に
基づき、流体圧シリンダを用いた直動型のコンプライアントアクチュエータと、ベーン型
のロータリアクチュエータを用いた回転型のコンプライアントアクチュエータとを既に提
案している（特許文献２、３参照）。
【０００４】



(3) JP 2020-143686 A 2020.9.10

10

20

30

40

50

　前記直動型のコンプライアントアクチュエータは、磁場強度に応じて粘性が変化する磁
気機能性流体の圧力により駆動力を発生させる動作部となる流体圧シリンダと、流体圧シ
リンダの内部に磁気機能性流体を供給する流体供給手段と、流体圧シリンダの作動を制御
するとともに、流体供給手段による流体圧シリンダへの磁気機能性流体の供給を制御する
制御手段とを備えている。流体圧シリンダは、中空のシリンダチューブと、シリンダチュ
ーブの内部空間を移動可能に配置され、当該移動によって前記駆動力を発生させるピスト
ンとを有する。ここで、シリンダチューブの内部空間は、ピストンにより、それぞれ磁気
機能性流体が充填された第１及び第２の室空間に仕切られる。更に、ピストンには、第１
及び第２の室空間を連通する連通流路が形成されるとともに、当該連通流路の内部に磁場
を発生させる電磁石が設けられている。また、制御手段では、流体供給手段により各室空
間内に供給される磁気機能性流体の流量制御を行うとともに、連通流路内の磁場の状態を
制御し、磁気機能性流体の粘性を変化させて連通流路を通過する磁気機能性流体の流量調
整を行うことにより、ピストンの駆動状態を変化させる。
【０００５】
　前記回転型のコンプライアントアクチュエータは、前記磁気機能性流体の圧力により駆
動力を発生させる動作部となるロータリアクチュエータと、ロータリアクチュエータに磁
気機能性流体を供給する流体供給手段と、ロータリアクチュエータの作動を制御するとと
もに、流体供給手段によるロータリアクチュエータへの磁気機能性流体の供給を制御する
制御手段とを備えている。ロータリアクチュエータは、磁気機能性流体が収容される作動
流体室を内部に有するハウジングと、作動流体室内で回転可能に設けられた回転ユニット
と、作動流体室内に固定配置されるとともに、回転ユニットの回転を規制するストッパと
を備えている。ここで、回転ユニットは、ハウジング内で回転可能に配置されて駆動力を
発生させる駆動軸と、駆動軸と一体回転可能に駆動軸に固定され、作動流体室を２つの第
１及び第２の室空間に分割するとともに、これら室空間を連通する連通流路が設けられた
ベーンと、連通流路の内部に集中して磁場を発生させる磁場発生手段とを備えている。ま
た、制御手段では、流体供給手段により各室空間内に供給される磁気機能性流体の流量制
御を行うとともに、連通流路内の磁場の状態を制御し、磁気機能性流体の粘性を変化させ
て連通流路を通過する磁気機能性流体の流量調整を行うことにより、回転ユニットの駆動
状態を変化させる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１３－２１２５６４号公報
【特許文献２】特開２０１６－１４２３２０号公報
【特許文献２】特開２０１８－７１７７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１で提案した直動型のコンプライアントアクチュエータでは、シリンダチュー
ブの内部空間をピストンが移動するが、機械効率を高める上で、シリンダチューブの内周
面とピストンの外周面との間の摺動部分には、当該摺動部分からの磁気機能性流体の漏れ
を阻止するために、ゴム等からなるシール材やリング類等の固体シールが介装されている
。同様に、特許文献２で提案した回転型のコンプライアントアクチュエータにおいても、
ハウジングの内壁部分やストッパの外面部分と回転ユニットとの間の摺動部分に固体シー
ルが介装され、摺動部分からの磁気機能性流体の漏れが阻止される。
【０００８】
　しかしながら、アクチュエータの作動流体となる磁気機能性流体を高圧環境下で使用す
る際に、摺動部分からの磁気機能性流体の漏れを阻止するために設計された固体シールを
用いると、ピストンや回転ユニットが動作時における固体シールの大きな摺動抵抗が生じ
てしまう。この場合、大きいレンジでの出力用として適用する場合にはさほど問題はない
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が、人間共存ロボットや、環境適用性が必要となる作業支援ロボット等では、このような
大きな摺動抵抗が安全性や制御性を低下させる原因となる。また、アクチュエータの動作
部に小さな外力が作用した際に、前述の大きな摺動抵抗によってバックドライバビリティ
が低下する。これらの問題は、連通流路のサイズや当該連通流路に発生させる磁場を調整
しても改善されない。
【０００９】
　本発明は、このような課題に基づいて案出されたものであり、その目的は、従来の固体
シールに対して低い摺動抵抗を実現しつつ、摺動抵抗を変化させてバックドライバビリテ
ィをアクティブに調整することで、所望のコンプライアンス性能を得ることができる低摺
動型のアクチュエータシステムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　前記目的を達成するため、本発明は、主として、作動流体の流体圧により駆動力を発生
させるアクチュエータ本体と、当該アクチュエータ本体に前記作動流体を供給する流体供
給手段とを備えたアクチュエータシステムにおいて、前記アクチュエータ本体は、前記流
体供給手段に繋がって前記作動流体が収容される作動流体室と、当該作動流体室を複数の
室空間に分割するとともに、前記作動流体室内への前記作動流体の供給による前記各室空
間の圧力差により、前記駆動力を外部に伝達する動作部と、磁場を発生させる磁場発生手
段とを備え、前記動作部は、前記作動流体室に対して隙間を介して摺動可能に設けられ、
前記隙間には、前記磁場が作用するとともに、磁場強度に応じて粘性が変化する磁気機能
性流体が介装され、前記磁場発生手段は、前記磁場強度を調整可能に設けられ、前記隙間
内の前記磁気機能性流体の粘性を変化させることで、前記作動流体室に対する前記動作部
の摺動抵抗を可変にする、という構成を採っている。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明では、磁気機能性流体が流動性を有する流体シールとして機能することで、従来
の固体シールを使用した場合に比べ、当該シールを介した摺動部材間の摩擦抵抗を大幅に
低減させ、従来構造よりも高いバックドライバビリティを得ることができる。また、磁気
機能性流体に作用する磁場の強さを変化させることで、磁気機能性流体からなるシール部
分の耐圧性や摩擦力をアクティブに調整できる。これにより、例えば、動作部に繋がるロ
ボットアーム等の外部の部材を通じたダイレクトティーチング時に、シール部分に磁場を
作用させないようにし、当該シール部分の摺動抵抗を少なくしてバックドライバビリティ
を高めることができる。また、人間協調ロボットに実装するような場合には、磁気機能性
流体に作用する磁場強度を変化させて磁気機能性流体の降伏応力を調整し、メカニカルシ
ール等のリリーフ機構のように、前記降伏応力を超える外力が動作部に作用したときに、
当該外力に応じて動作部を動作させるコンプライアンス制御が可能となる。この際、弁や
タンク等を含む複雑なリリーフ機構や回路構成等が不要となり、システム全体の小型化が
可能になり、アクチュエータの配置自由度の向上が期待できる。また、本発明者らの実証
実験によれば、本発明では、磁界制御を主とした摺動抵抗の調整によりコンプライアンス
性能が制御されるため。ポンプを使った作動流体の供給制御を主としたコンプライアンス
性能の制御に比べ、高い応答性を有することにもなる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本実施形態に係るアクチュエータシステムの概略構成を表したブロック図。
【図２】アクチュエータ本体の概略斜視図。
【図３】カバーを外した状態のアクチュエータ本体の内部構造を他の一部構成とともに表
した概略正面図。
【図４】ベースの概略断面正面図。
【図５】図３に対して磁場の移動状態を表す線図を模式的に付した説明図。
【発明を実施するための形態】
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【００１３】
　以下、本発明の実施形態について図面を参照しながら説明する。
【００１４】
　図１には、本実施形態に係るアクチュエータシステムの概略構成を表したブロック図が
示されている。この図において、前記アクチュエータシステム１０は、作動流体の流体圧
により駆動力を発生させるアクチュエータ本体１１と、アクチュエータ本体１１に作動流
体を供給する流体供給手段１２と、アクチュエータ本体１１の作動状態を制御する制御手
段１３とを備えている。
【００１５】
　前記作動流体としては、作用する磁場の強さに応じて粘性（粘度）が変化する磁気機能
性流体としての磁気粘性流体（ＭＲ流体）が利用される。このＭＲ流体は、粒子径が数十
ナノメートルオーダとなるフェライト粒子等の強磁性を有する磁性粒子を非コロイド有機
溶液に分散させてなる機能性流体の一種であり、当該磁性粒子が磁場の影響下で拘束され
ることで、液体の見かけ上の粘性を変えるようになっている。このＭＲ流体は、ある程度
のせん断力を与えないと流れが発生せず、一旦流れが生じると、ニュートン流体のように
せん断応力とせん断速度が比例関係となる性質を有する。なお、流れ始めに影響を与える
ＭＲ流体の降伏応力は、所定の磁場強度までの範囲において、磁場が強くなる程増大する
。
【００１６】
　前記アクチュエータ本体１１は、ベーン型のロータリアクチュエータとして構成されて
おり、図２及び図３に示されるように、平面視方形状をなすベース１５と、ベース１５の
内部に埋設される埋設部材１６と、ベース１５の内部で回転動作可能に配置される回転ユ
ニット１７と、ベース１５の側方に付設されたコイルユニット１８とを備えている。
【００１７】
　前記ベース１５は、図３及び図４に示されるように、中央付近に形成された平面視ほぼ
扇形の外形をなす凹部２０と、凹部２０の内部空間の２箇所から外部に開放してコイルユ
ニット１８に繋がる溝部２１と、凹部２０の内部空間の他の２箇所から外部に開放して流
体供給手段１２に繋がる第１及び第２のポート２２，２３とが形成されている。このベー
ス１５における凹部２０の開放側の表面には、図２に示されるように、凹部２０を被うよ
うにカバー２４が取り付けられる。
【００１８】
　前記埋設部材１６は、図３に示されるように、凹部２０の内部空間を形成する内縁部分
のうち円弧状の外周領域に沿って固定配置される外周埋設部材２６と、凹部２０の内部空
間のうち扇型の中心付近に固定配置される中心埋設部材２７と、外周埋設部材２６及び中
心埋設部材２７に当接するとともに、コイルユニット１８に当接するように各溝部２１内
に固定配置される接続埋設部材２８とからなる。
【００１９】
　ここで、凹部２０の内部空間のうち、外周埋設部材２６及び中心埋設部材２７を配置し
た状態で形成された残りの空間は、流体供給手段１２からのＭＲ流体が充填される作動流
体室３０となっている。ここで、作動流体室３０には、前記第１及び第２のポート２２，
２３が常時連通するようになっており、流体供給手段１２による作動流体室３０に対する
ＭＲ流体の供給及び排出が可能となっている。
【００２０】
　前記回転ユニット１７は、作動流体室３０内に配置され、外周埋設部材２６と中心埋設
部材２７に対し、作動流体室３０内で回転摺動しながら駆動力を外部に伝達する動作部と
して機能する。この回転ユニット１７は、中心埋設部材２７を軸受けとして中心埋設部材
２７付近で回転可能にベース１５の取付穴１５Ａ（図４参照）に一端側が嵌め込まれた駆
動軸３２と、駆動軸３２に一体的に固定されて駆動軸３２を中心に回転可能に設けられる
とともに、作動流体室３０を２つの第１及び第２の室空間３０Ａ，３０Ｂに分割する回転
部材３３とを備えている。
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【００２１】
　ここで、作動流体室３０のうち、図３中右上側の第１の室空間３０Ａは、前記第１のポ
ート２２に繋がっており、同図中左下側の第２の室空間３０Ｂは、前記第２のポート２３
に繋がっている。そこで、流体供給手段１２から何れか一方のポート２２，２３にＭＲ流
体が供給されると、当該ポート２２，２３に繋がる一方の室空間３０Ａ，３０Ｂの圧力が
増大する。そして、これら室空間３０Ａ，３０Ｂの圧力差により、当該一方の室空間３０
Ａ，３０Ｂの容積を増大させる方向に回転部材３３を回転駆動させ、容積が減少する他方
の室空間３０Ａ，３０Ｂから、ＭＲ流体を外部に排出するようになっている。
【００２２】
　前記駆動軸３２は、回転部材３３の回転に伴って自転するとともに、図２に示されるよ
うに、ベース１５にカバー２４が取り付けられた状態でカバー２４から外部に突出し、当
該突出部分に接続された部材等（図示省略）に対して、アクチュエータ本体１１の出力と
なる回転駆動力を伝達する。
【００２３】
　前記回転部材３３は、図３に示されるように、外周埋設部材２６と中心埋設部材２７の
間に形成された僅かな隙間３５を介して摺動可能に配置されており、当該隙間３５には、
各室空間３０Ａ，３０Ｂ内に対するＭＲ流体の流出入が可能となっている。
【００２４】
　前記コイルユニット１８は、各溝部２１内に埋設された接続埋設部材２８にそれぞれ当
接するように配置された側面視ほぼコ字状のコア部材３７と、当該コア部材３７に巻回さ
れるコイル３８とからなる。コイル３８は、アクチュエータ本体１１の外部に配置された
電力供給装置３９から外部電力が供給され、コイル３８の通電によって任意の強さの磁場
を発生させるようになっている。従って、コア部材３７、コイル３８及び電力供給装置３
９は、後述する構造により、隙間３５内に磁場を発生させる磁場発生手段として機能する
。
【００２５】
　以上の構成のアクチュエータ本体１１において、ベース１５は、アルミニウム等の透磁
率の低い非磁性材料によって形成されており、埋設部材１６、回転ユニット１７及びコア
部材３７は、電磁ステンレス鋼、鉄等の透磁率の高い磁性材料で形成されている。従って
、コイル３８の通電によって発生する磁場は、図５中に破線で示されるように、コア部材
３７、接続埋設部材２８、外周埋設部材２６、回転部材３３、中心埋設部材２７を通るル
ートのみとなり、これら部材により磁気回路が形成されることになる。この際、回転部材
３３と、外周埋設部材２６及び中心埋設部材２７との間の摺動部分にそれぞれ形成された
隙間３５には、ＭＲ流体が介装された状態となり、隙間３５に交わる方向から磁場が作用
する。従って、前記磁場発生手段で磁場強度を変化させ、隙間３５に介装された状態のＭ
Ｒ流体の粘性を変化させることで、回転部材３３が回転する際に、外周埋設部材２６と中
心埋設部材２７に対する摺動抵抗が可変となる。
【００２６】
　換言すると、前記磁気回路は、隙間３５に介装された状態のＭＲ流体に対し、回転部材
３３の摺動方向に対してほぼ直交する方向に磁場を作用させる構造になっている。このた
め、当該磁場が作用すると、その作用方向に沿ってＭＲ流体中の磁性粒子が配置されるこ
とで、隙間３５での前記摺動方向に沿うＭＲ流体の流れが規制される。従って、この際の
磁性粒子の配置密度を磁場強度で調整することにより、前記隙間内の前記ＭＲ流体は、回
転部材３３を回転動作させる作動流体とは別に、摺動部分の耐圧性や摩擦力を可変とする
流体シールとして機能する。
【００２７】
　なお、前記磁気回路としては、前記磁場発生手段から前記各室空間３０Ａ，３０Ｂへの
磁場の漏れを抑制し、隙間３５内に集中して磁場を作用させる構造にすることが好ましい
。例えば、回転部材３３の外周面に、その外側への磁気放出を抑制する非磁性材料からな
るカバーを設けると良い。これにより、隙間３５に所望の強さの磁場を集中的に作用させ
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ることができる他、回転部材３３の摺動抵抗を変化させるための磁場強度の調整の際に、
第１及び第２の室空間３０Ａ，３０Ｂ内のＭＲ流体に与える影響を低減できる。
【００２８】
　前記流体供給手段１２は、図示省略しているが、第１及び第２のポート２２，２３に繋
がる管路と、当該管路の途中に適宜配置されたバルブ類と、管路内にＭＲ流体を供給する
ポンプユニットと、アクチュエータ本体に供給されるＭＲ流体の流量を検出する流量セン
サと、第１及び第２のポート２２，２３の差圧を検出する圧力センサ等を含んで構成され
ている。前記ポンプユニットや前記バルブ類の作動は、前記制御手段１３によって制御さ
れ、この制御に基づき、前記ポンプユニットが駆動すると、第１若しくは第２のポート２
２，２３の何れか一方から、ＭＲ流体が何れか一方の室空間３０Ａ，３０Ｂに供給され、
他方の室空間３０Ａ，３０ＢのＭＲ流体が、第１若しくは第２のポート２２，２３の何れ
か他方を通じてアクチュエータ本体１１の外部に排出される。また、前記ポンプユニット
が停止しているときは、外部からアクチュエータ本体１１内にＭＲ流体が流入されず、ま
た、アクチュエータ本体１１の外部にＭＲ流体が排出されないことになる。
【００２９】
　前記制御手段１３では、予め要求されるアクチュエータ本体１１の性能や仕様と、前述
した各種センサからの検出結果に基づいて、流体供給手段１２の前記ポンプユニットの作
動が制御され、アクチュエータ本体１１に供給されるＭＲ流体の流量調整により、回転ユ
ニット１７を通じて出力される駆動力が調整される。加えて、制御手段１３では、前記磁
気回路を流れる磁場強度を変化させる磁場制御が行われ、隙間３５に介装されたＭＲ流体
の粘性を変化させて、回転部材３３の摺動抵抗が調整される。
【００３０】
　従って、このような実施形態によれば、外周埋設部材２６及び中心埋設部材２７と、そ
れらに対して摺動する回転部材３３との間に僅かな隙間３５を設け、当該隙間３５にＭＲ
流体を介装し、このＭＲ流体に作用する磁場強度を可変とする構造になっているため、固
体シールを用いた場合に比べて摺動抵抗を低くしつつ、当該摺動抵抗の調整が可能となる
。例えば、隙間３５内に磁場が作用していないときには、駆動軸３２に外力が働いた際に
回転部材３３がほぼフリーで回転可能になり、高いバックドライバビリティを発揮できる
。一方、隙間３５内に作用させる磁場の強さを調整することで、回転部材３３の摺動時に
おけるＭＲ流体の降伏応力が調整され、当該降伏応力未満の外力が駆動軸３２に作用した
際には、当該外力の影響で回転部材３３が動作することがなく、使用状況に応じた所望の
コンプライアンス性能を得ることができる。以上により、固体シールを採用した場合に比
べ低摺動状態で回転部材３３を回転させることが可能になり、安全性や制御性の向上に資
するとともに、流体供給手段１２から作動流体室３０内へのＭＲ流体の供給制御を併せる
ことで、比較的簡単な装置構成で所望のコンプライアンス性能を得ることができる。
【００３１】
　なお、前記磁場発生手段で磁場が発生したときには、前記回転ユニット１７内に常時磁
場が存在することになるため、例えば、凹部２０の外周に沿って散点的となるベース１５
の位置に、ホール効果センサ等の磁気センサを設けることで、別途角度センサを設けるこ
となく、回転ユニット１７の回転角度の検出が可能となる。
【００３２】
　また、前記磁場発生手段として、永電磁石を使った構造を採用することもでき、このよ
うにすることで、エネルギー効率の向上が期待でき、停電時においても、駆動軸３２に接
続された部材等を所定姿勢で保持可能になる。
【００３３】
　更に、前記実施形態では、アクチュエータ本体１１をベーン型のロータリアクチュエー
タとした場合について図示説明したが、本発明はこれに限らず、直動型の液圧アクチュエ
ータ等に適用し、駆動力を発生させる際の摺動部分に隙間を設けてＭＲ流体を介装し、当
該ＭＲ流体に付加する磁界強度を調整することで、摺動抵抗を可変にする構造としてもよ
い。
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【００３４】
　また、本発明では、前述と同様の作用効果を奏する限りにおいて、ＭＲ流体（ＭＲＦ）
に代えて、磁性流体（ＭＦ）や磁気混合流体（ＭＣＦ）等の他の磁気機能性流体を適用す
ることも可能である。
【００３５】
　その他、本発明における装置各部の構成は図示構成例に限定されるものではなく、実質
的に同様の作用を奏する限りにおいて、種々の変更が可能である。
【符号の説明】
【００３６】
　１０　アクチュエータシステム
　１１　アクチュエータ本体
　１２　流体供給手段
　１７　回転ユニット（動作部）
　３０　作動流体室
　３０Ａ　第１の室空間
　３０Ｂ　第２の室空間
　３５　隙間
　３７　コア部材（磁場発生手段）
　３８　コイル（磁場発生手段）
　３９　電力供給装置（磁場発生手段）

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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